
※申請期限：令和 7年 9 月 30 日（火） （消印有効）
様式第3号（第 6条の3関係）

堺市定額減税不足額給付金　支給申請書

堺市定額減税不足額給付金（不足額給付）の支給要件について確認し、下記事項に誓約・同意のうえ申請します。
※�内容を確認のうえ、必要事項を記入して、令和７年 9月30日（火）までに、この申請書に本人確認書類及び振込口座が確認できる
書類など必要書類を添付して返送してください。

〇申請者
フリガナ

日中に連絡可能な
電話番号

氏名

生年月日 年　　　　　　月　　　　　　日

住所
〒

令和6年１月１日
時点の住所

※令和６年1月１日時点の住所が現住所とは異なる場合は、記載してください。

〇確認事項
※該当するものいずれか1つに� �にしてください。

□ 不足額給付1に該当する。→確認事項は終了です。
□ 不足額給付2に該当する。→令和5年所得及び令和6年所得の状況についてお答えください。

●令和 5 年所得の状況
□�青色事業専従者、事業専従者（白色）である。
　�→□�事業主の合計所得 1805万円超
　�→□�事業主の合計所得 1805万円以下
□�合計所得 48万円超であり扶養の対象外である。
□�税法上の扶養親族である。
　�→□扶養している方が当初調整給付を受給
　�→□扶養している方が当初調整給付を受給していない
□�本人として納税者である。

●令和 6 年所得の状況
□�青色事業専従者、事業専従者（白色）である。
　�→□�事業主の合計所得 1805万円超
　�→□�事業主の合計所得 1805万円以下
□�合計所得 48万円超であり扶養の対象外である。
□�税法上の扶養親族である。
　�→□扶養している方が当初調整給付を受給
　�→□扶養している方が当初調整給付を受給していない
□�本人として納税者である。

〇誓約・同意事項
以下の内容すべてに誓約・同意します。
・�本給付金の支給要件の該当性等を審査等するため、堺市が必要な住民基本台帳情報、税情報等の公簿等の確認を行うことや必要な資料の
提供を他の行政機関等に求める・提供することに同意します。
・�公簿等で確認できない場合は、関係書類の提出を行います。
・��この申請書に不備があった場合や、必要な書類を提出できなかった場合、本給付金が支給されないことに同意します。
・�本給付金の支給後、本申請書の記載事項について虚偽であることが判明した場合や、本給付金の支給要件に該当しないことが判明した場合には、
本給付金を返還します。

〇振込口座　※申請者本人名義の口座以外へは振込できません。

金融機関 銀行　信用金庫
農協　信用組合

金融機関
コード 預

金
種
別

□　普通

支店名 本店　支店
支所　出張所 店番号 □　当座

口座番号
（右づめ）

口座名義
（カナ）

※ゆうちょ銀行（金融機関コード9900）を指定の場合、振込用の店名・預金種別・口座番号を通帳等で確認してください。

裏面を確認し必要書類を同封してください。

令和　　年　　月　　日
堺市長　殿



次の必要書類を必ず同封してください。【必須】

【必須　2 点】

①本人確認できるもの 
（運転免許証、マイナンバーカード等）の写し
※氏名、生年月日が確認できる部分をコピーしてください。
※マイナンバーカードは顔写真のある表面のみコピーしてください。

②振込口座が確認できるもの 
（通帳、キャッシュカード等）の写し
※金融機関、支店名、預金種別、口座番号、口座名義(カナ)が確認できる部分をコピーしてください。
旧姓など申請者氏名と口座名義が一致しない場合、氏名変更が確認できる書類をあわせて提出して
ください。

【申請者が代理人のとき】

①代理人の公的本人確認書類
②代理権を証明する公的書類、本人との関係を証明する書類
③（代理人が法定代理人以外の場合）委任状
※代理人による申請は、申請者本人が申請を行うことができない事情がある場合に限ります。
※法定代理人以外が手続きを代理するときは、必ず委任状が必要です。

委 任 状
私は、【　　　　　　　　　　】のため、申請手続きをすることができないため、下記の者を代理
人として、堺市定額減税不足額給付金の申請及び受給について委任します。

委任者（申請者）氏名（署名）

代理人 � 住　所
� 氏　名
� 生年月日

代理人との関係


